
者  い  合  せ  先 経理部長  宮崎  宮克  

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後
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貸  借  対  照  表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 百万円）

当 期 末
(平 14.3.31 現在)

前 期 末
(平 13.3.31 現在)                       期    別

   科   目
金　額 構成比 金　額 構成比

増　減

(　資  産  の  部　) % %

製 品 1,773 1,514 259
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,067 1,611 455
半 成 工 事 55,731 65,430 △ 9,698
前 渡 金 6,007 5,904 103
繰 延 税 金 資 産 2,944 7,170 △ 4,225
未 収 入 金 6,969 7,285 △ 315

繰 延 税 金 資 産 29,414 21,119 8,295
そ の 他 5,783 5,974 △ 190
貸 倒 引 当 金
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損　益　計　算　書
        (単位  百万円)

当 期          
（平13.4.1～平14.3.31）

前 期          
（平12.4.1～平13.3.31）                                   期   別

     科   目

Ⅱ 売 上 栗 営 業 外 収 益 3,� の 他 764 1,012 △ 247

経 常 利 益 8,664 3.0 6,408 2.2 2,255

Ⅵ 特 別 利 益 400 0.1 3,439 1.2 △ 3,038
固 定 資 産 処 分 益 303 1,453 △ 1,150

関係会社損失引当金繰入額 - 290 △ 290
税 引 前 当 期 純 利 益 △　8,606 △　3.0 5,140 1.8 △ 13,747
法人税、住民税及び事業税 34 0.0 90 0.0 △ 55
過年度法人税､住民税及び事業税 - - 592 0.2 △ 592
法 人 税 等 調 整 額 △　3,733 △　1.3 2,404 0.9 △ 6,137

当 期 純 利 益 △　4,908 △　1.7 2,053 0.7 △ 6,961
前 期 繰 越 利 益 6,078 603 5,474
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〔財務諸表作成の基本となる重要な事項〕

1.　資産の評価基準及び評価方法
　　(1) 有価証券
　　　　①子会社株式及び関連会社株式
　　　　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)により
        定額法で償却している。
3.　繰延資産の処理方法
        社債発行費 ･･････････発生時に一括費用処理している。
4.　引当金の計上基準
　　(1) 貸倒引当金
　　　　債研フ
        定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上している｡
　　停    ている｡
        会計基準変更時差異(26,541百万円)は15年による按分額を費用処理している。
        過去勤務債務は、発生時に一括処理している。
        数理計算上の差異は10年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から処理
        している｡
　　(4) 役員退職慰労引当金
　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため､内規に基づく期末要支給額を計上している｡
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 〔有 価 証 券 関 係         〕

有　価　証　券

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

1.当期末 （平成14年 3月31日現在）

種　類 貸借対照表計上額 時　価 差　額

関連会社株式 5,309百万円 2,759百万円 △ 2,550百万円

当期末
（平14.3.31現在）

前期末
（平13.3.31現在）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳
(単位：百万円)

　　繰延税金資産
　　　退職給付引当金限度超過額 1勱勱 3,829
　　　保証工事引当金 1,130
　　　未払費用 811
　　　工事進行基準適用工事損失 743
　　　その他                2,302

　　繰延税金資産合計              32,359
　　

　　繰延税金資産（負債）の純額             32,359
　

　　　その他                2,429

　　繰延税金資産合計              28,289
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　

重要な差異が無いために記載を省略している。

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
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 利  益  処  分  案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       （単位 百万円）

摘      要
当      期
 (平 14.3.31)

前      期
(平 13.3.31)

増    減

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益




